
１　任免及び職員数に関する状況

２　給与の状況

３　勤務時間その他の勤務条件の状況

４　分限及び懲戒処分の状況

５　服務の状況

６　研修及び勤務成績の評定の状況

７　福祉及び利益の保護の状況

８　公平委員会の業務の状況

津　　　　　市

人事行政の運営等の状況について



１．　任免及び職員数に関する状況

（１）新規採用者数

（２）再任用の状況（平成１９年４月１日現在）

（３）退職者数（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

（注）　採用退職ともに、派遣等による出入りは除きます。

7 （6）

合　　　計

5

（単位：人）

0

（単位：人）

23

消防士 7 （0）

消防士（救急救命士 1 （1）

技術（保健師） 2 （2）

調理員 6 （5）

技術（建築） 2 （0）

保育士 16 （12）

事務 15 （7）

技術（土木） 8 （0）

（単位：人）

平成１９年度

（平成１９年４月１日採用）

職　種
採用者数

（うち女性）

定年退職 勧奨退職 普通退職ほか区　　　分

技術（機械） 3 （0）

技術（保健師） 2 （2）

水道局

合　　計

87市長部局ほか

消防本部

教育委員会 30

0 4 3 7

3

保育士

看護師

（1）

11 （10）

2 （2）

129

消防士

5 （5）

5

市長部局ほか

教育委員会

フルタイム勤務 短時間勤務

-

5 （0）

3

29

15 15

合　　　計

15 12

24

42 58

6 （0）

40

-

幼稚園教諭

- 2 2

0 5

調理員

3 2

区　　　分

平成１８年度

（単位：人）

事務

技術（土木）

技術（建築）

9

職　種

（平成１８年４月１日採用）

採用者数

（うち女性）

（1）

合　　計 - 22 22

消防本部

水道局

- 0



（４）部門別職員数の状況（平成１９年４月１日現在）

〈参考〉

人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数）

臨時職員等配置による減など

〈参考〉

人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数）

〈参考〉

人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数）

（注）１ 　職員数は一般職に属する職員数である。 

　　　２ 　（　　　　）内は、条例定数の合計である。
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合　　計

13
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63

47
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345

（単位：人）

47

268

626

110

492

277

64

職員数

平成１８年

324

121

77

126

3,079 3,012 △ 67

(3,153)

東海、東南海・南海地震などに備えた防
災体制の強化による増

主な増減理由

合併後の事務事業及び事務の執行方法
の見直しによる総合支所からの異動によ
る減、健康及び福祉に係る部門における
業務推進体制の強化による増など

62

合併後の事務事業及び事務の執行方法
の見直しによる総合支所等からの異動
による減、歳入確保及び公共工事等に
係るコスト縮減の総合的な推進のための
スタッフを配置による増、定員管理の適
正化に伴う保育士等の退職者不補充、
定員管理の適正化に伴うごみ収集等の
退職者不補充など

33

319

2

△ 5

116

75

△ 5

△ 2

(3,153) ()

106



（５）年齢別職員構成の状況（平成１９年４月１日）

（６）定員適正化計画の数値目標

（参考）津市集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率）

421 3 3,012390 439

人人

372 329 230 2182 67 204

H18.4.1 H22.4.1
増減数

H18 対 H22

増減率

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

51歳 55歳23歳 27歳 31歳 59歳35歳 39歳

～ ～ ～ ～～ ～

2,710人 △369人 △12.0％

平成19年4月1日 平成22年4月1日

始期

3,079人

終期

計画期間
数値目標

職員数

44歳 48歳 52歳

337

～ ～

43歳 47歳未満

区　分

60歳20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳

～

302人削減（△10％）

56歳

～

以上

計

構成比
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２．　給与の状況

　１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

人

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

人

（注）　職員手当等には退職手当を含まない。

（３） 特記事項

（４）ラスパイレス指数の状況（平成１９年４月１日現在）

2

3

　平成１８年１月１日に市町村合併（旧津市、旧久居市、旧河芸町、旧芸濃町、旧安濃町、旧美里村、旧香良洲
町、旧一志町、旧白山町及び旧美杉村の二市六町二村による合併）により、新｢津市｣として誕生しました。そのた
め、平成１７年１２月以前の数値等については、一部旧津市の数値となっております。

１８年度 283,478 91,324,382千円 10.36  %

10,463,151  千円 1,935,061  千円

21,992,273 千円 24.1  % 23.5

（参考）

4,214,699  千円 16,612,911  千円 6,173  千円

一人当たり給与費

　　　　　　Ｂ 　　　　　Ｂ／Ａ　　　１７年度の人件費率

歳 出 額

区分
職員数 給 与 費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当等

　　　　　　Ａ

2,691

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

住民基本台帳人口

１８年度

人 件 費人 件 費 率区　　分 実 質 収 支

　　　　　（１８年度末）

（注）1 　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水
準を示す指数である。
　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純
平均したものである。
　平成１４年の津市の指数は、旧津市の指数を使用している。
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　２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１９年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

平均給料月額

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円

歳 円

歳 円

※

※

※

　　　　③職技能労務職等の基本的な考え方及び取組内容

　　　　④教育職（Ⅰ）

歳 円 円

                                                                        
2

　「平均給料月額」とは、１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手
当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにさ
れているものである。
　また、｢平均給与月額（国ベース）｣は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務
手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものであ
る。

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成１６年

～１８年の３ヶ年平均）

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

津市 46.8

43.10 282,600調理士

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

385,178

三重県 42.5 354,760 444,964 -

津市 43.1 342,700 454,856

383,541国 40.7 325,724 -

平　均　年　齢
平均給与月額
（国ベース）

津市 45. 7 294,100 332,826 309,188

平均給与月額　　　　　　区　　分

306,395

清掃職員 42.60 307,100 363,651 329,270

用務員 51.50 296,200 316,707

272,669

国 48.8 287,094 － 320,514

学校給食員 42.70 264,100 278,811

432,500 490,424

（注） 1

（参考）

43.30 299,800廃棄物処理業務従業員

平均給与月額

用務員 53.90 227,200

対応する民間の類似職
種

平　均　年　齢

　地方分権に伴い権限移譲が推進される中、事務事業の見直しや民間の活用等を図るととも
に、住民へのサービスの低下を極力招かないよう、これらのサービスの提供方法に合わせた適
正な職員配置及び計画的な職員数の削減による定員管理の適正化を目指しているところです。
　こうした状況の中、技能労務職員において、現在、直営及び外部委託の併用により実施してい
るごみ収集業務については、民間活用の推進及び経費縮減等を図るため、外部委託の推進も
含め、検討を進めます。
　また、技能労務職員の給与においては、平成２０年４月１日より特殊勤務手当の一部を廃止す
る見直しを行いましたが、引き続き給与構造の見直しを速やかに実施することにより、給与の適
正化に向けた取組を進めます。

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完

全に一致しているものではない。

平均給与月額等について、民間データはパート・アルバイト労働者を含む。



（２）職員の初任給の状況（１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

－　　

高　校　卒

391,300

高　校　卒 －　　 －　　 －　　

教　育　職（Ⅱ） 大　学　卒 280,600 345,775

－　　

高　校　卒 －　　 －　　 －　　

教　育　職（Ⅰ） 大　学　卒 －　　 405,200

286,637

中　学　卒 －　　 －　　 －　　

技能労務職 高　校　卒 198,700 251,417

354,046

高　校　卒 232,100 285,875 324,750

一般行政職 大　学　卒 265,300 314,431

－　　 －　　 －　　

教　育　職（Ⅱ） 大　学　卒 179,600 197,400

－　　

高　校　卒 －　　 －　　 －　　

教　育　職（Ⅰ） 大　学　卒 202,200 197,400

－　　

中　学　卒 －　　 －　　 －　　

技能労務職 高　校　卒 142,800 142,800

166,000 176,800
Ⅰ種　　179,200
Ⅱ種　　170,200

高　校　卒 142,800 142,800 138,400

一般行政職 大　学　卒

三　重　県 国

初任給 初任給 初任給

区　　　         分 経験年数１ ０年 経 験 年 数 １ ５ 年 経 験 年 数 ２ ０ 年

区 分
津　　　　市



　３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１） 一般行政職の級別職員数の状況（１９年４月１日現在）

　相当高度の技能又は経験を必要とする技能労務の職務

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

津市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

                                                                        2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

　

平成１８年４月の構成比は、平成１８年１月１日に給料表を９級制から１０級制に切り替えております。
１年前及び５年前の構成比については旧津市の構成比となっております。

％

人 ％

555 人 38.2 ％

71

１　主任（主事、技師及び保育士を除く。）の職務
２　相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職員の職務（技能労務の
職務を除く。）

１　主査の職務
２　出張所長その他の出先機関の長の職務
３　管理主事、社会教育主事、体育保健主事及び教育研究主事の職務
４　主任（主事、技師及び保育士に限る。）の職務
５　相当の知識又は経験を必要とする主任（主事、技師及び保育士を除く。）の
職務
６　特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職員の職務（技能労務の
職務を除く。）

１　部長及び部長相当職（担当理事等）並びに久居総合支所長の職務
２　部次長及び部次長相当職（担当参事等）の職務
３　久居工事事務所長の職務
４　総合支所長（久居総合支所長を除く。）の職務
５　久居総合支所副総合支所長の職務
６　総合支所の部次長相当職（担当参事等）の職務

１　技能長の職務
２　相当の技能又は経験を必要とする主任に係る技能労務の職務
３　特に高度の技能又は経験を必要とする技能労務の職務

１　担当主幹及び担当主幹相当職の職務
２　相当高度の知識又は経験を必要とする出張所長その他の出先機関の長の
職務

定型的な業務を行う職務

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１　級 145 10.0人
技能労務の職務

（注）1

２　級

８　級
１　局長及び局長相当職の職務
２　困難な業務を所掌する部長及び部長相当職（担当理事等）の職務
３　困難な業務を所掌する総合支所長（久居総合支所長に限る。）の職務

１　担当副主幹の職務（技能労務の職務を含む。）
２　相当の知識又は経験を必要とする出張所長その他の出先機関の長の職務
３　副主幹の職務（技能労務の職務を含む。）

202 13.9

７　級

６　級

１　課長（室長、担当副参事等を含む。）の職務
２　副総合支所長（久居総合支所副総合支所長を除く。）の職務
３　総合支所の課長（室長、担当副参事等を含む。）及び教育委員会事務局事
務所長の職務

153 10.5

％

4.9

３　級

251

54 3.7

４　級

人

17.2５　級

23 1.6

１級
10.0%

１級
7.1%

１級
2.2%

2級
4.9%

2級
3.6%

2級
4.7%

３級
5.1%

３級
3.1%

３級
4.7%

４級
38.2%

４級
22.1%

４級
23.3%

５級
13.3%

５級
9.1%

５級
13.2%

６級
13.9%

６級
17.0%

６級
22.9%

７級
17.2%

７級
22.0%

７級
15.3%

８級
10.5%

８級
9.6%

８級
8.2%

９級
5.5%

９級
6.3%

９級
3.7%

１０級 １０級１０級
1.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１９年４月の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比



　４　職員の手当の状況

（１） 期末手当・勤勉手当

千円

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　 　・役職加算　５～２０％ 　・役職加算　５～２０％ 　・役職加算　　　 ５～２０％

　・管理職加算　１５～２５％ 　・管理職加算　１５～２５％

(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（３）地域手当（１９年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ ％

（平成22年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

（注）　国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

57,369支給実績（１８年度決算）

国

１人当たり平均支給額（１８年度） － －

津 市 三 重 県

3.0 1.45

1,607

(1.6) (0.7)(0.75)

3.0 1.45 3.0 1.45

（注）　

(1.6) (0.75) (1.6)

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 21,318

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給率 国の制度（支給率）

2.5

１級地（東京特別区） 14.5 2 14.5

上記に掲げる以外の職員2.5５級地（津市）

５級地（津市） 6 6

１級地（東京特別区） 18 18

支給対象地域



（４）特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

16

日額１５０円

入居者等の苦情相談等に係
る外勤事務

日額２５０円

市営住宅入居者の死体処理
業務

１件３，０００円

日額５５０円

保育所等に勤務する
職員の特殊勤務手当

保育所等に勤務する職員

身体障害児に係る保育業務・
療育センター業務

日額２００円

身体障害児以外に係る保育
業務

日額１５０円

技能員 日額１００円

日額７５０円

西部クリーンセンター等に勤
務する職員による計量業務

日額２００円

西部クリーンセンター等に勤
務する職員によるごみの搬入
業務及び施設の維持管理の
ための清掃等業務

日額７５０円

日額１５０円

援護課職員

相談の外勤業務 日額２５０円

１件３，０００円
生活保護被保護者の死体処
理の業務

日額２００円

左記職員に対する
支　　給　　単　　価

市税事務及び税外収
入金事務に従事する
職員の特殊勤務手当

市税事務及び税外収入金事
務に従事する職員

市税、保険料の賦課調査及
び税外収入金の外勤徴収事
務

日額１５０円

市税及び税外収入金の滞納
整理又は滞納処分に関する
事務

手当の名称 主な支給対象職員

市税及び税外収入金の滞納
による強制執行事務

日額５００円

主な支給対象業務

手当の種類（手当数）

社会福祉事務に従事
する職員の特殊勤務
手当

社会福祉事務に従事する職
員

訪問及び調査の外勤事務

感染症防疫作業等に
従事する職員の特殊
勤務手当

感染症防疫作業等に従事す
る職員

感染症患者等の救護及び感
染症の病原菌の付着した物
件等の処理作業

汚物の収集又は処分
に従事する職員の特
殊勤務手当

汚物の収集又は処分に従事
する職員

ごみの収集、運搬及び処理
業務

安芸・津衛生センター等に勤
務する職員によるし尿の処理
業務及び維持管理のための
清掃等業務

日額３００円

感染症菌を有する家畜等に
対する防疫業務

日額２００円

モーターボート競走場
に勤務する職員の特
殊勤務手当

モーターボート競走場に勤務
する職員

開催日における競艇業務 日額１，０００円

住宅の事務に従事す
る職員の特殊勤務手
当

住宅の事務に従事する職員

市営住宅入居者及び住宅の
小破修繕の実態調査等に係
る外勤事務

土木労務作業に従事
する職員の特殊勤務
手当

土木労務作業に従事する職
員

道路舗装業務 日額２５０円

グレーダー等の運転業務 日額３００円



（５）時間外勤務手当

千円

千円

支給実績（１８年度決算） 807,084

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 254

学校給食の調理に従
事する職員の特殊勤
務手当

学校給食の調理に従事する
職員

学校給食の調理業務 日額１００円

消防本部及び消防署
に勤務する職員の特
殊勤務手当

消防本部及び消防署に勤務
する職員

消火活動業務 １回２５０円

救急業務 １回２００円

救急業務における死亡人の
処理業務

１件３，０００円

高所（地上10メートル以上）で
の消防業務

１回３５０円

汚水の処理作業に従
事する職員の特殊勤
務手当

汚水の処理作業に従事する
職員

中央浄化センターに勤務する
技術職員等による施設の運
転及び保守点検業務

日額１００円

下水道終末処理施設内又は
水洗処理区域内での汚泥の
除却作業及び下水管渠等の
清掃業務

日額５５０円

水洗処理区域外での下水管
渠等の清掃業務

日額３００円

行旅病人及び行旅死
亡人の処理等に従事
する職員の特殊勤務
手当

行旅病人及び行旅死亡人の
処理等に従事する職員

行旅病人の救護業務又は取
扱業務

１件１，５００円

行旅死亡人の処理等の業務 １件３，０００円

災害業務に従事する
職員の特殊勤務手当

災害業務に従事する職員
警報発令中等の危険な状況
の中での現場作業

日額１，０００円

毒物及び劇物を取り
扱う職員の特殊勤務
手当

毒物及び劇物を取り扱う職員
公害測定等による水質試験
における毒物及び劇物を取り
扱う業務

日額１００円

公共用地の取得交渉
業務又は建築物の移
転、除却等の補償交
渉業務に従事する職
員の特殊勤務手当

公共用地の取得交渉業務又
は建築物の移転、除却等の
補償交渉業務に従事する職
員

公共用地の取得交渉業務又
は建築物の移転、除却等の
補償交渉に係る外勤事務

日額２００円

変則勤務による業務
に従事する職員の特
殊勤務手当

変則勤務による業務に従事
する職員

日曜日等において勤務時間
が割り振られる勤務時間に勤
務し、その定められた業務

日額１，０００円

年末年始において、特に勤務
を命ぜられる職員で、その定
められた業務

日額３，０００円
～７，０００円



（６）その他の手当（１９年４月１日現在）

23,000円以下 家賃－12,000円

55000円以上

－

単身赴任手
当

異動に伴って転居し、やむ
を得ない事情により配偶者
と別居して単身で生活する
職員に支給

同じ

休日勤務手当

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深夜
（午後10:00－午前5:00）に
勤務を命じられた職員に支
給

勤務1時間当たりの給与額
×25/100

同じ

8,000円
　　　～12,000円

異なる

祝日法による休日等に勤
務した職員に支給

勤務1時間当たりの給与額
×1.35×時間数

同じ

宿日直手当 一 般 の 宿 日 直 4,200円 同じ －

新築・購入後
5年後1,000円

通　勤　手　当

片道1㎞以上交通機関利用者 運賃等相当額（上限55,000円） 異なる 交通用具使用者
については、1㎞
から18段階に細
区分し支給片道1㎞以上交通用具使用者

1㎞以上2㎞まで1,000円か
ら使用距離に応じて支給
（上限60㎞以上24,500円）

異なる

住　居　手　当

扶　養　手　当

配　偶　者 13,000円

同じ

配偶者以外の扶養親族
１人

6,000円

扶養親族でない配偶者が
ある場合の１人目の子等

6,500円

16～22歳の子、孫に対する
加算

5,000円

 4,000円
　　 ～12,000円

－

管理職員特
別勤務手当

管理又は監督の地位にある職
員が、臨時又は緊急の必要等
により週休日又は休日等に勤
務した場合に支給

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価 内 容 及 び 支 給 単 価
国の制度

との異同

国 の 制 度 と

異 な る 内 容

配偶者のない場合の１人
目

11,000円

－

－23,000円超55,000円未満
（家賃－23,000円）×1/2
＋11,000円

27,000円

持 ち 家 2,500円 異なる

借
家

（
家
賃

）

同じ

管理職手当
管理又は監督の地位にあ
る職員に支給

役職に応じ定額で支給 異なる



　５　特別職の報酬等の状況（１９年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

（注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における

退職手当の見込み額である。

区 分 給 料 月 額 等

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

市区町村長 1,130,000 1,130,000 656,600

副 市 長 870,000 870,000 755,300

収 入 役 740,000 756,000 684,000

報
酬

議 長 670,000 780,000

副 議 長 610,000 699,000

議 員 550,000 632,000

541,000

473,000

389,300

期
末
手
当

市区町村長 　　（１９年度支給割合）

副 市 長 4.45

収 入 役

議 長 　　（１９年度支給割合）

副 議 長 4.05

議 員

退
職
手
当

　　（算定方式）

市区町村長 　給料月額　×　在職月数　×　55/100

副 市 長 　給料月額　×　在職月数　×　35/100

収 入 役

　（支給時期）

　任期毎

　任期毎

　給料月額　×　在職月数　×　25/100 　任期毎



　６　公営企業職員の状況

水道事業

① 職員給与費の状況

ア　決算（平成１８年４月～平成１９年３月）

イ　予算

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

       ２　給与費は当初予算に計上された額である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１９年４月１日現在）

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

   3.0 月分    1.45 月分    3.0 月分    1.45 月分

 （ 1.6 ） 月分  '（ 0.7 ）月分  （ 1.6 ） 月分  '（ 0.7 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　 　・役職加算　５～２０％ 　・役職加算　　　 ５～２０％

　・管理職加算　１５～２５％

イ　地域手当（１９年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ ％

12.2

１８年度　　　　千円

8,811,428 △506,583 1,077,422

質収支

％　　　　

Ｂ　

千円　

　　　　　　Ｂ／ＡＡ  

千円　

-

区分 職員数

　総費用に占める区分 総費用 純損益又は実 職員給与費

　職員給与費比率

363,946 604,670

津　　　　　　　　　市 国

１人当たり平均支給額（１８年度） １人当たり平均支給額（18年度）

-

津 市

給 与 費

122
133,855

千円

204,976

千円

821,858

千円

47.2

一人当たり給与費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

6,737

千円

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

１９年度
483,027

千円

13 3 13

５級地（津市） 2.5 上記に掲げる以外の職員 1

支給実績（１８年度決算） 2,981

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 24,434

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

１級地（東京特別区）



（平成22年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

（注）　国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

ウ　特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

日額１，０００円

年末年始において、特
に勤務を命ぜられる職
員で、その定められた業
務

 日額３，０００円～７，０００円

緊急出動手当
緊急の出動の命令を受けて復
旧、給水活動等の業務に従事す
る職員

水道施設に二次災害の
恐れや給水活動等が必
要な事故が発生した場
合において、緊急の出
動の命令を受けて復
旧、給水活動等の業務
に従事したとき

日額７５０円

変則勤務手当
変則勤務による業務に従事する
職員

日曜日等において勤務
時間が割り振られる勤
務時間に勤務し、その
定められた業務

日額２５０円

危険手当
毒物、劇物又は高圧電気を取り
扱う業務その他特に危険を伴う
業務に従事する職員

毒物、劇物又は高圧電
気を取り扱う業務その他
特に危険を伴う業務

日額２００円

高所（地上10メートル以
上）及びずい道内等で
の業務

日額３５０円

作業手当
水道管等の復旧業務に従事す
る職員

公道等敷設され、又は
設置された水道管等の
復旧業務

用地交渉業務手当
土地の取得交渉業務又は補償
交渉業務に従事する職員

水道事業に必要な土地
の取得交渉の業務又は
工事の施行に伴う補償
交渉の業務

日額２００円

停水処分手当
給水を停止する処分の業務に従
事する職員

給水を停止する処分の
業務

１回につき５００円

滞納整理手当
水道料金の滞納整理業務に従
事する職員

水道料金等の滞納整理
に関する業務

日額２００円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（１８年度） 99.2

手当の種類（手当数） 7

1,774

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 14,541

５級地（津市） 6 6

支給実績（１８年度決算）

支給率 国の制度（支給率）

１級地（東京特別区） 18 18

支給対象地域



エ　時間外勤務手当

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

オ　その他の手当（１９年４月１日現在）

23,000円以下 家賃－12,000円

55000円超

役職に応じ5％～20％

手 当 名
国の制度

支給実績（１８年度決算） 39,975

（１８年度決算）

配　偶　者 13,000円

国 の 制 度 と

との異同 異 な る 内 容

221,963円

管理職手当
管理又は監督の地位にあ
る職員に支給

同じ

8,380千円 69,832円通　勤　手　当

片道2㎞以上交通機関利用者 運賃等相当額（上限55,000円） 同じ

片道1㎞以上自動車等利用者

1㎞以上2㎞まで1,000円か
ら使用距離に応じて支給
（上限60㎞以上24,500円）

同じ

3,895千円 49,936円

新築・購入後
5年以内2,500円

住　居　手　当

借
家

（
家
賃

）

同じ －23,000円超55,000円以下
（家賃－23,000円）×1/2
＋11,000円

27,000円

持 ち 家 2,500円 同じ

特定期間加算
（１８歳～２２歳）

5,000円

２人まで
（配偶者扶養）

6,500円

扶　養　手　当 同じ － 21,083千円

１人
（配偶者非扶養）

6,500円

１人
（配偶者無）

11,000円

そ　の　他 5,000円

支 給 職 員

内 容 及 び 支 給 単 価 内 容 及 び 支 給 単 価
支 給 実 績 １ 人 当 た り

（１８年度決算） 平均支給年額

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 500

32,663千円 777,688円

管理職員特
別勤務手当

管理又は監督の地位にある職
員が、臨時又は緊急の必要等
により週休日又は休日等に勤
務した場合に支給

同じ 1,948千円 46,381円

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深夜
（午後10:00－午前5:00）に
勤務した勤務した職員に支
給

勤務1時間当たりの給与額
×0.25×時間数

同じ － 2,666千円 333,250円



３．　勤務時間その他勤務条件の状況

（１）一般職員の勤務時間の状況

勤務時間、休憩時間および休息時間は、原則次のように割り振られています。

（２）休暇制度の概要

１年２０日以内

休憩時間

１２：００～１２：４５

休息時間

内　　　容

終了時間

１７：１５

特 別 休 暇

介 護 休 暇配偶者等の介護（無給）

育児時間

妊娠中の健康診査等

利行使

病 気 休 暇

年次有給休暇

区　　分 種　　　類

ボランティア休暇

結婚休暇

産前・産後休暇

選挙権その他公民としての権

証人等としての裁判所等へ出

頭

の提供

骨髄バンクへの登録、骨髄液

子の看護休暇

夏期休暇

配偶者の出産

生理休暇

忌引

２日以内

公務上の負傷、疾病、通勤災

害

災害等による出勤困難

介護を必要とする一の継続する状態ごとに

連続する６月の範囲内の必要な期間

その都度必要な期間

２日以内（１周期につき）

１年５日以内

５日以内

必要な期間（９０日以内）

その都度必要な期間

１年５日以内

診査等に必要な期間

１週間の勤務時間

４０時間

開始時間

８：３０
１２：４５～１３：００

１５：００～１５：１５

８日以内

産前・産後８週間（多産は産前１４週間）

１日２回各３０分以内（生後１年以内）

配偶者１０日、父母７日、子５日、兄弟姉妹

３日など

治療に必要な期間



（３）育児休業の取得状況（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

（４）介護休暇の取得状況（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

部分休業の取得

人数
0 7

0

63

（単位：人）

女
性

7

育児休業の取得

人数

市長部局

ほか

男
性

女
性

1 48

水道 合計

0 15

教育 消防

1 0

男
性

女
性

0 0

0 0

男
性

女
性

男
性

1

1

男
性

女
性

0 0

0 0

介護休暇の取得

人数

市長部局

ほか

0 0 0 00

水道 合計

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

女
性

教育 消防

0 0 0

（単位：人）

男
性

女
性

男
性

0



４．　分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分者数

　分限処分は、公務能率を維持することを目的として、心身の故障や職に必要な適格性を欠くなど

ど一定の事由がある場合に、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分です。

その種類として、免職、降任および休職があります。

　平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日の分限処分の状況は次のとおりです。

（２）懲戒処分者数

　懲戒処分は、職員が法令や職務上の義務等に違反した場合に道義的責任を問うことにより、公

務における規律と秩序を維持することを目的とする処分です。その種類として、免職、停職、減給、

及び戒告があります。

　平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日の懲戒処分の状況は次のとおりです。

合計

11

8

（単位：人）

休職

11

8

0

22

（単位：人）

30

0

22

0

0 2 0 0 2

0

0

0

合　　　　　　　　　計

0 0 0

心身の故障の場合

0 0 0

0 1

合　　計

0

0

0 0

0 1

1

0

0

0

3

戒告

0 0

降任免職

0

水道局

合　　計

免職 停職 減給

0 1 0

区　分

市長部局など

教育委員会

消防

0

水道局

処分の種類

処分事由

心身の故障の場合

心身の故障の場合

市長部局など

教育委員会

消防



５．　服務の状況

（１）職務専念義務免除の概要

　職員は、法律や条例に特別に定めがある場合以外は、勤務時間及び職務上の注意力のすべて

をその職務遂行のために用い、市民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ職務

の遂行にあたって全力をあげてこれに専念しなければなりません。

　研修に参加する場合や厚生に関する計画の実施に参加する場合などには、あらかじめ承認を得

れば、職務に専念する義務を免除される場合があります。

（２）営利企業等への従事状況

　職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利企業等の役員等を兼ねることや自ら営利企業

を営むこと、その他報酬を得ていかなる事業又は事務にも従事することはできません。

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日

③　①②を除き報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合 1

　の他の団体の役員の地位を兼ねる場合

②　自ら営利を目的とする私企業を営む場合 0

0

人数

①　営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社そ

区　　　　　　　　　分



６．　研修及び勤務成績の評定の状況

（１）研修の概要

　高度化・多様化する市民の行政ニーズへの的確な対応が図れるよう、効果・効率的な「経営型」の

行財政運営の実現に努めるとともに、「常に市民の立場で物事を考えられる職員」「広い視野に立っ

て問題意識を持ち、自分の頭で物事を考えられる職員」「新たな課題に積極的にチャレンジする姿勢

を持ち、優れた行動力を備えた職員」を目指し、計画的な職員研修を実施します。

ア　階層別研修　　新規採用職員研修（Ⅰ・Ⅱ）、２年目職員研修、６年目職員研修、１０年目職員

研修、主査研修、担当主幹級・担当副主幹研修

イ　専門研修　　　民間経営研修、民法基礎・演習研修、行政法基礎・演習研修、政策課題研修、

接遇研修、ＩＴ研修、技術員・技能員指導者研修

ウ　派遣研修　　　自治大学校派遣研修、市町村職員中央研修所派遣研修、全国市町村国際文化

研修所派遣研修、全国建設研修センター派遣研修、三重県自治会館組合派遣

研修、国・県派遣研修、ＪＣ青年の船派遣研修、先進都市視察研修

平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日の実施状況

（２）勤務成績の評定の状況

制度導入に向けて検討中です。

研　　　修　　　名 延べ日数 受講者数（人）

接遇研修 ３ ５０

民間経営研修 １ ２６７

ＩＴ研修 ４ ６６



７．　福祉及び利益の保護の状況

（１） 労働安全衛生事業の状況

（２） 互助会への補助金の状況

（３） その他福利厚生事業の状況

（４） 職員団体への便宜供与

組合数 ２団体
内　 容　　　・組合事務所の貸与（有償）

・各組合員給与からの組合費の控除

　職員の心身の健康の確保、勤務意欲及び勤務能率の増進に資することを目的とした福利厚生
事業を実施しています。
平成１８年度には、次のような事業を行っています。

　 労働安全衛生法及び津市職員安全衛生管理規程に基づき、事業者責任として、職員の安全
と健康を確保するため下記の労働安全衛生事業を実施しています。

健康管理事業 人間ドック費用助成事業に要した経費を補助しています。
その他 共済組合運営のための事務に要する経費を補助しています。

　 職員の共済制度については、地方公務員共済組合法に基づき共済組合が、公務災害補償に
ついては、地方公務員災害補償法に基づき地方公務員災害補償基金が、それぞれ主体となり
制度を実施しています。

補助金の決算額 30,892 千円

職員の健康管理
年１回全職員を対象に定期健康診断を実施しています。
業務上必要と認められる職員に対し、ＶＤＴ作業従事者検診を実施して
います。

文化・体育クラブ等への活動等に要する費用を補助しています。

　 地方公務員法第42条に定められている職員の厚生制度（職員の保健、元気回復その他厚生
に関する事項）を職員の互助組織である津市職員共済組合に実施させ、同共済組合に助成して
います。

補助対象事業 事業の内容

施設利用等助成事業
職員が契約運動施設・宿泊施設等を利用した費用に対し助成する事業
の経費について、３／４を補助しています。

文化体育等関係事業

事業の名称 事業の内容

安全衛生管理の充実

安全衛生委員会を中心に安全衛生体制の充実を図っています。
メンタルヘルス対策として、心の健康相談室を開設しています。
安全衛生の意識啓発のため、講演会の開催等を実施しています。
公務災害の削減に向け、事例の原因追求、防止策の検討を行っていま
す。



８．　公平委員会の業務の状況

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

（２）不利益処分に関する不服申し立ての状況

Ｈ１８．４．１～Ｈ１９．３．３１

の要求件数

０件

Ｈ１８．４．１～Ｈ１９．３．３１

の処理件数

０件

０件

Ｈ１８．４．１～Ｈ１９．３．３１

の処理件数

０件

Ｈ１８．４．１～Ｈ１９．３．３１

の要求件数


